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 第３次中期運動目標（2024 年度～2026 年度） 
 
「公益法人としての組織・活動の進化と生産性運動の実践力の深化の３年」 
 

内外共に歴史的な転換点を迎えている今、わが国に求められているものは、持続可能

な経済社会の構築に向けた確かな国家ビジョンの構築、マクロ・ミクロの諸改革に向け

た国民的合意形成の促進、改革を推進する確かな実践力である。 

中でも、生産性をめぐる諸改革の推進は、長期停滞を打破し、人口減少時代において

わが国経済社会が今後も活力を維持し、成長を遂げていくための国家の存立にかかわる

核心的かつ喫緊の課題であり、日本生産性本部が果たすべき使命と役割はきわめて重

い。 

生産性運動は第３次中期運動目標（２０２４年度から２０２６年度）の２年目にあた

る２０２５年に７０周年の節目を迎える。また、現在政府・国会ではさらなる公益法人

制度改革に向けた法改正が進められており、当本部としても、これを積極的に受けと

め、公益活動の担い手として改めて組織のあり方や公益活動の革新をさらに問い続けて

いく必要がある。 

我々は以上の時代認識のもと、今後３カ年を「公益法人としての組織・活動の進化と

生産性運動の実践力の深化の３年」をテーマとし、生産性運動７０周年をひとつの節目

として位置づけながら、労使の信頼と協力のもと、「生産性運動三原則」を基軸としつ

つ、以下５つの柱を中心に活動に取り組むものとする。 

 
 
（１）生産性のハブ・プラットフォームとしての発信と運動推進体制の強化 

①２０２５年度に「生産性運動７０周年大会」を開催し、これを軸に全国生産性機関や

全労生等と連携し生産性運動や日本の諸課題について世論喚起・合意形成活動に取り

組む。 

②生産性運動７０周年に向け「生産性常任委員会」を再始動させ、労使を含め各界が共

有すべき今後の生産性改革の指針を検討し、第２回「生産性白書」として広く発信す

る。 

③公益法人制度改革を見据え、会長諮問の公益活動のあり方等に関する常設の委員会を

設置し、中長期視点から公益を担う組織としての財団運営や公益活動の継続的改善に

取り組む。 

 

 

（２）社会経済システムの改革に向けた合意形成活動の推進 
①「令和臨調」を軸に「統治構造・政治改革」「財政・社会保障制度改革」「地域・国土構

想」「科学技術立国再興」等について超党派の国会議員や各界と連携し合意形成活動を

促進する。 

②持続可能な経済社会を実現する上で国家最重要課題の一つであり、生産性運動の基盤

に関わる人口減少問題について国民的な世論喚起・合意形成活動に乗り出す。 

③多様な人材が活躍できる社会の実現に向け、「全国労働組合生産性会議」とも連携し

ダイバーシティや働き方改革を推進するとともに、健全な労使関係の発展に取り組む。 
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（３）日本の人材戦略と中核人材の育成 
①第５期「日本アカデメイア」（2024 年度から３カ年）を立ち上げ、官民ネットワーク

のさらなる充実強化とわが国を担う中核人材の育成、各界や次世代の提言力強化に取

り組む。 

②グローバル、デジタル、グリーンを軸に「経営アカデミー」等人材育成事業が提供す

る価値を革新する。また公共人材育成の新たなプラットフォーム「公共アカデミー」

を立ち上げる。 

③「軽井沢トップ・マネジメント・セミナー」や「イノベーション会議」等の活動を通

じ、イノベーション創出の環境整備や経営革新を担う経営人材の育成に取り組む。 

 
 
（４）付加価値増大を軸とした生産性改革と「成長と分配の好循環」の創出 

①第５回「日本サービス大賞」（2025 年度）の取り組みを通じ、革新的かつ優れたサー

ビスの発掘・普及に取り組むとともに高い成長余力をもつサービス産業の生産性向上

に寄与する。 

②日本経済全体の持続的な底上げに取り組むべく中堅・中小企業の付加価値増大に向け

た経営コンサルティング活動を実践する。また、人口減少下における地域の生産性向

上に取り組む。 

③ICTソリューションの提供を通じ医療保険分野のデジタル化を軸とした生産性向上に

取り組むとともに、働く人のウェルビーイングと組織の健康経営を支援する。 

 
 
（５）国際連携体制の構築 

①「生産性経営者会議」を通じ、生産性を軸に日米独等経営リーダーの対話・交流・共

同研究を促進する。その一環として第３回「生産性ビジネスリーダーズ・フォーラム」

を開催する。 

②日本アカデメイアの活動を軸に世界のシンクタンク・知識人等との連携を強化する。

その一環としてグローバルアジェンダを発信すべく第２回「東京会議」を開催する。 

③各国生産性機関や国内外の関係諸機関と連携し、アジア・アフリカ・南米等の地域に

おける生産性向上に向けた技術協力に取り組むとともに、日本のプレゼンス強化に貢

献する。 

 

２０２４年４月１日 

（２０２４年３月２５日定時理事会決議）  
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２０２５年度運動目標 

 
本年、日本生産性本部は設立７０周年を迎える。われわれは、第３次中期運動目標

（「公益法人としての組織・活動の進化と生産性運動の実践力の深化の３年」）の第２年度

にあたる本年度を「生産性運動７０周年」の節目の年と位置づけ、以下に掲げる５つの重

点課題をはじめ、持続可能な経済社会の構築にむけた生産性改革に関する提言発信・合意

形成・実践活動に取り組む。 

 

（１）生産性のハブ・プラットフォームとしての組織体制の構築 

・第２期「生産性常任委員会」の活動を通じ、労使を含め各界が共有すべき今後の生産性改

革の指針を討究し、６５周年以来となる第２回「生産性白書」を年度末までに公表する。

その成果を踏まえ、全国生産性機関等と連携し国民的合意形成と世論喚起を図る。 

（２）社会経済システム改革に向けた合意形成活動の推進 

・人口減少問題に関する新たな国民運動組織を本年夏以降に立ち上げる。若い世代も含めた各

界各層のネットワーク構築に着手するとともに、地方自治体とも連携した全国でのシンポジ

ウム等を通じ、世論喚起と合意形成に取り組む。 

（３）日本の人材戦略の再構築と中核人材の育成 

・昨年末始動した第５期「日本アカデメイア」３カ年の活動を全面展開する。経営・労働・学

識幹事による研究会、官民の幹部や若手を対象にした交流会、大学生対象の「ジュニア・ア

カデメイア」等を通じ、各界の中核人材育成とネットワーク強化に取り組む。 

（４）付加価値増大を軸とした生産性改革と「成長と分配の好循環」の創出 

・第５回「日本サービス大賞」表彰式を本年夏以降に開催する。内閣総理大臣賞をはじめ、

各省大臣賞受賞の革新的かつ優れたサービスをベストプラクティスとして全国に普及促

進することにより、高い成長余力をもつサービス産業全体の底上げをはかる。 

（５）国際連携体制の構築 

・「生産性経営者会議」の活動を軸に、欧米の経営者・研究機関とも連携し生産性に関する対

話・交流、共同研究・調査、提言活動に取り組む。「日本アカデメイア」において「世界の民

主主義とポピュリズム」をテーマに欧米のシンクタンク・知識人を交えた国際会議を東京で

開催する。 

 

 

２０２５年４月１日 

（２０２５年３月２４日定時理事会決議）  
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Ⅰ．公共政策事業 

１．日本アカデメイア 

常任塾頭 茂木友三郎 キッコーマン株式会社取締役名誉会長 取締役会議長

常任塾頭 佐々木 毅 元東京大学総長 

常任塾頭 小林 喜光 東京電力ホールディングス株式会社取締役会長 

共同塾頭 伊藤 公平 慶應義塾長 

共同塾頭 田中 愛治 早稲田大学総長 

共同塾頭 藤井 輝夫 東京大学総長 

共同塾頭 芳野 友子 日本労働組合総連合会会長 

日本アカデメイアは、①政治家、官僚と国民各界の知的・人的ネットワークをつ

なぎ直し、日本全体の政策形成能力を高め、②日本の将来を担う公共人材を各界が長

期的な視野に立って支え、リーダーシップを涵養することを主たる目的に活動してい

る。 

２０２５年度は、第５期２年目の活動を推進した。現役の閣僚及び与党幹部を招聘

し、政治リーダーとの交流会を開催した。アカデメイア研究会では、第４期の活動とし

て、「日本のイノベーション戦略と企業経営」「グローバルな政治・経済と新しい国際秩

序」の２つのグループを立ち上げ、議論を行っている。駐日大使との交流活動では、オ

ーストラリア、カナダなど、いずれも時宜を得たゲストを招聘した。オンライン勉強

会は２６回にわたって開催、国内外のゲストを招聘し、揺れ動く国際情勢や日本の政

治・経済に加え、生成ＡＩや量子コンピューター等の先端テクノロジーの動向を取り

上げた。 

次世代の人材育成としては、官・民の次期トップ層を対象としたリーダーシップ交

流会の第４期活動を継続、及び企業の幹部・専門人材、労働組合の委員長、各省課長ク

ラスを対象とした官民交流・政策研究会の第９期活動を立ち上げた。学生を対象とした

主権者教育であるジュニア・アカデメイアでは、経済界をはじめとしたトップリーダー

との対話を行い、学生の問題意識に基づく提言を発表した。 

ジュニア・アカデメイア 

（２０２６年３月４日） 

駐日カナダ大使との交流会 

（２０２５年１２月１９日） 

片山さつき・財務大臣との交流会 

（２０２６年１月１６日） 

44



5 

２．令和国民会議（令和臨調） 

共同代表 茂木友三郎 キッコーマン株式会社取締役名誉会長 取締役会議長

共同代表 小林 喜光 東京電力ホールディングス株式会社取締役会長 

共同代表 佐々木 毅 元東京大学総長 

共同代表 増田 寛也 株式会社野村総合研究所顧問 

平成時代から先送りされてきた積年の改革課題に取り組むため、２０２２年６月に

「令和国民会議（通称：令和臨調）」を発足させた。「統治構造」「財政・社会保障」「国

土構想」等を軸に、立場や党派を超えて取り組まねば解決困難な課題について、国民

各界と連携し世論喚起や合意形成に取り組んできた。 

２０２５年度は、財政運営・社会保障制度改革、政治改革等に関する提言・報告書

を合計３件とりまとめ、公表した。また、２０２５年６月２９日に、令和臨調３周年

大会として、第３回「総理・各党代表との対話」を開催し、第１期３か年の活動を締

め括った。 

また、令和臨調と連携して活動する組織として、超党派の国会議員有志による「日

本社会と民主主義の持続可能性を考える超党派会議」では、「統治構造・政治改革」

「経済・財政・社会保障」「人口減少・地域・国土構想」「科学技術・イノベーション」

をテーマとする４つの部会を設置して積極的に議論を行い、２０２５年５月２７日に

「中間報告」を取りまとめた。 

３．未来を選択する会議 

共同代表 秋池 玲子 ボストンコンサルティンググループ 日本共同代表 

共同代表 小林 味愛 株式会社陽と人 代表取締役 

共同代表 平井 伸治 鳥取県知事 

共同代表 増田 寬也 株式会社野村総合研究所 顧問 

共同代表 三村 明夫 日本製鉄株式会社 名誉会長【議長】 

共同代表 芳野 友子 日本労働組合総連合会 会長 

令和臨調３周年大会として、第３回「総理・各党代表

との対話」を開催（２０２５年６月２９日） 

日本社会と民主主義の持続可能性を考える超党派会議

「中間報告会」で挨拶する茂木共同代表 

（２０２５年５月２７日） 
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未来を選択する会議は、人口減少という日本が直面する最重要課題に対応するた

め、２０２５年１０月２７日に発足した。経済界、労働界、地方自治体、子育て支

援等関係団体、学識者、若者世代などの幅広いステークホルダーが参画し、民間主

導の取り組みとして活動を展開した。 

同日、記者会見および発足記念シンポジウムを開催し、本会議の設立趣旨及び問

題意識を広く発信した。 

また地方においては、「日本創生に向けた人口戦略フォーラム」が、２０２５年 

１１月に山梨県、１２月に長崎県、２０２６年１月に高知県において開催され、本

会議とも連携を深めつつ、人口減少問題に関する議論を地域レベルで深めた。 

セミナー関連では、仕事と子育ての両立に関わるテーマや、労働力希少社会にお

ける課題と対応に関わるテーマで対面開催、アーカイブ配信を行った。 

調査研究及び政策提言活動では、２０２６年３月に、民間初となる「人口問題白

書」を刊行するとともに、「未来選択・緊急提言―『縦割り』を超えた推進体制を

―」を政府に提出した。 

日韓少子化対策交流では、委員会設置にむけ、２０２６年３月に準備会合を開催

した。 

上記以外にも、各種情報発信や、課題解決に向けた「対話」促進のツールとなる

動画の作成や対話プログラムの開発を進めた。 

 

 

  

発足記念シンポジウム 
（２０２５年１０月２７日） 

「人口問題白書 2025」・緊急提言の発表記者会見 
（２０２６年３月２７日） 
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Ⅱ．生産性改革事業 

１．経営コンサルティング 

（１）経営コンサルティング事業

生産性向上、地方創生、経営革新支援を行うべく、各金融機関をはじめとした外部

パートナーとの協業を図り、経営品質協議会、サービス産業生産性協議会、日本イン

ダストリアル・エンジニアリング協会等の各組織との連携をより一層強化した事業展

開を行った。 

また、ニーズが高まっている地域金融機関のエリア・コンサル会社化支援に対して、

新たな協業・支援モデルを展開した。 

① 総合コンサルティング領域

中堅・中小企業の全社的課題解決や企業価値向上に向けた支援を積極的に展開し、

連携する金融機関、再生支援機関、中小企業関係組織を増やすとともに、関係を強化

した。経営改善計画策定、計画の実行支援、事業戦略の再構築に加え、事業承継・経

営承継等のテーマにも取り組み、中堅・中小企業の生産性向上支援を行った。 

② 人事領域

多様性ある人材の活性化及び育成に寄与する人事管理制度の構築支援や、運用支援

を中心とした活動を行った。人材育成戦略の再構築、従業員のワークライフバランス

の促進、ジョブ型制度への対応、エンゲージメント向上、定年延長等、組織の課題対

応を支援するコンサルティング活動に取り組んだ。 

また、「人的資本経営の測定・開示ワーキンググループ」の活動をもとに、人的資本

経営に関するコンサルティングを展開した。 

【人事・賃金制度コンサルティング】概念図 
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【人事・賃金制度コンサルティング】人的資本分析・タレントマネジメント 

③生産革新、業務改善領域

製造業の生産革新と人材育成を支援するとともに、製造業への改善指導実績を生か

し、サービス産業（宿泊、小売、運送等）や管理間接部門の業務改善支援を展開した。 

また、遠隔地の支援先には、オンラインを活用し、生産性向上に向けたコンサルテ

ィングを行った。 

【労働生産性向上コンサルティング】課題解決支援フェーズ 
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（２）グローバルコンサルティング事業 

 現地訪問により、アジア地域へ進出した日系企業へのコンサルティング及び人材育

成事業等の展開を行った。また、日本企業のグローバル化を推進するために、国内に

おいてグローバル人材育成プログラムの提供を行った。 

 

（３）経営コンサルタント養成事業  

将来の経営コンサルタントや経営幹部人材の育成のための「経営コンサルタント養

成講座」（３ヶ月コース、中小企業診断士コース）を開講した。 

中小企業診断士コース修了者に対しては、活躍の機会を提供するとともに、 

メールマガジンの配信や交流会を継続的に実施し、修了者の能力と実践力を向上させ

る取り組みを行った。 

 

（４）企業内研修事業 

コンサルティングや経営コンサルタント養成講座で培われた知見や人材を研修カ

リキュラムに活かし、企業の経営課題に直結したソリューション型の研修を企業・組

織に展開した。 

また、企業の革新及び生産性向上に資するマネジメント教育や経営幹部の育成支援

を中心に、アクションラーニング、e ラーニング、反転学習プログラムを活用した研

修プログラムも開発・強化し、顧客の課題解決を図った。 

 

２．サービス産業生産性向上 

（１）サービス産業生産性協議会(ＳＰＲＩＮＧ) 

代表幹事  小林 喜光 公益財団法人日本生産性本部会長 

東京電力ホールディングス株式会社取締役会長 

副代表幹事 菊地 唯夫 ロイヤルホールディングス株式会社取締役会長 

副代表幹事  橋本  和仁 国立研究開発法人科学技術振興機構理事長 

東京大学名誉教授 

 

サービス産業生産性協議会（ＳＰＲＩＮＧ）では、高い成長余力を持つサービス産

業の生産性向上に産官学が連携して取り組むため、２０１８年に発表した提言「ス 

マートエコノミーを目指して」の内容を踏まえ、次の活動を推進している。 

 

○サービス産業の生産性向上に資する有効な知識・知恵の共有や相互に研鑽しあう、

業種・業界を超えた人的ネットワークづくり 

○ ベストプラクティスから学び、実践に役立つ経営革新のツール・ノウハウの習得 

○ 独自のツールや経営コンサルティングを通じ、業界・企業における経営課題の解

決支援 
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（２）「日本サービス大賞」の普及・展開 

① 第５回「日本サービス大賞」の受賞発表・表彰

わが国のサービスイノベーション推進のシンボルとなる優れた取り組みを表彰す

る第５回「日本サービス大賞」の受賞発表、表彰を２０２５年１２月９日に行っ

た。応募総数７６８件のうち、内閣総理大臣賞受賞のナビタイムジャパンをはじめ

とする計３３件のサービス事例が、経済産業大臣賞、総務大臣賞、厚生労働大臣

賞、農林水産大臣賞、国土交通大臣賞、地方創生大臣賞、ＪＥＴＲＯ理事長賞、優

秀賞、審査員特別賞の各賞を受賞した。表彰式では、高市内閣総理大臣、関係府

省・機関の各大臣、代表者による臨席のもと、賞の授与を行った。 

② 第５回「日本サービス大賞」の受賞サービスの普及・推進

第５回日本サービス大賞受賞サービス全３３件について、受賞ポイント、事業者

概要、サービス誕生の背景・経緯、サービスの概要と特徴などをとりまとめ、事例

集として日本サービス大賞公式ＷＥＢサイト上に公開した。 

▲ 第５回日本サービス大賞 受賞事例集 ▲受賞事例の紹介ページ

▲ 高市総理と内閣総理大臣賞受賞の

ナビタイムジャパン大西社長

▲表彰式 受賞組織代表者と各賞プレゼンター
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（３）サービス産業生産性向上支援活動  

①日本版顧客満足度指数（ＪＣＳＩ）事業 

サービス産業全体による競争の促進とそれに伴う生産性向上に寄与することを目

的に、異なる事業者や異なるサービス分野間の比較ができる顧客満足度指数として、

ＪＣＳＩ（ J a p a n e s e  C u s t o m e r  S a t i s f a c t i o n  I n d e x）を開発し、 

２００９年度より継続的に結果の公表を行っている。また、「ロゴマーク」は、本調査

事業の社会への普及促進を図るため、企業の広報活動への利用を認めている。 

２０２５年度は、３７業種、３７１企業・ブランドの満足度を算出し、業種上位の

企業・ブランド名も含めて発表するとともに、これら顧客満足の構造分析に基づいた

データについては自社の経営改善に取り組む多くの企業に活用された。 

また、特に優れた上位５２企業・ブランドを「ＪＣＳＩ日本のリーディングブラン

ド２０２５－２６」として発表した。さらに、ＪＣＳＩ調査を起点として生じたＣＳ

課題についての情報提供の一環として、ＪＣＳＩセミナー（「ＪＣＳＩ調査の見方・使

い方」、「ＣＳデータ活用」、「サービス・プロフィットチェーンから学ぶＥＳとＣＳ」、

「ＣＳ調査のセミナー」など）を実施した。 

 

 

      

 

 

 

 

 

業種・業態別の顧客満足度分布（２０２５年度） 
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②「日本のサービスイノベーション２０２５」の選定・発表

サービス産業生産性協議会での活動（日本サービス大賞、日本版顧客満足度指数

（ＪＣＳＩ）調査など）を通じて得られた多様なサービス事例の中から、優れたサ

ービスイノベーションの最前線事例を計９１件選定し、２０２６年３月２５日に発

表を行った。 

③「業務仕組み化」支援事業

２０１４年度に開発した「業務仕組み化の運用支援ツール」の説明会およびセミ

ナーをオンラインにて開催した。また、企業の個別要望に対応したコンサルティン

グや企業内研修も実施した。 

④サービスイノベーション人材育成事業

日本サービス大賞受賞サービス事例をもとに、サービソロジーの考え方を基盤とす

るサービスマネジメントの人材教育プログラムとして開発した「価値共創のサービス

モデル」入門セミナーを、２０２６年３月に開催した。

（４）レジャー白書

全国３，４６７サンプルを対象とするインターネット調査によって得られたデータ

をもとに国民の余暇活動を分析し、『レジャー白書２０２５』として取りまとめ、２０

２５年１０月に刊行した。本白書においては、前年に続いての「仕事と余暇のどちら

に重きを置くか」という調査や、５年ごと実施の「休眠している余暇活動」の結果な

どを取りまとめた。また「２０２４年のトピックス」欄では、コロナ禍以降に年間平

均活動回数が増加した種目をまとめた。なお、本白書調査結果の一部を「レジャー白

書２０２５速報版」として７月に先行発表し、オンラインの記者発表会を開催した。

また、１０月の本白書刊行にあたっては、記者発表会をリアル（対面）、オンラインの

ハイブリッドにて開催した。

日本のサービスイノベーション２０２５事例集 ▶ 
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３．経営品質 

（１）日本経営品質賞委員会 

委員長 藤本 隆宏 早稲田大学大学院教授 

 

２０２５年度日本経営品質賞は、１４組織から申請があり、「日本経営品質賞 大賞」

２組織、「日本経営品質賞 優秀賞」４組織、「日本経営品質賞 奨励賞」１組織、「日本

経営品質賞 経営デザイン実践賞」４組織、合わせて１１組織を表彰した。 

 

地域表彰は、関西、秋田、栃木、茨城、千葉、埼玉、東京、長野、新潟、福井、三

重、京都、徳島、鹿児島及び会津若松市の計１５地域で行われている。各地域賞の審

査は、日本経営品質賞審査員がサポートしている。 

 

（２）経営品質協議会 

代 表 泉谷 直木  アサヒグループホールディングス株式会社特別顧問 

副代表 渡邉光一郎  第一生命保険株式会社特別顧問 

副代表 山下 良則  株式会社リコー取締役会長 

 

経営品質協議会は、経営品質の考え方を普及・推進するための会員組織であり、 

２０２５年度末時点で会員組織は１７７組織である。全国２０地域にある経営品質協

議会の会員組織は約７００組織。医療機関への普及を目的とした会員組織であるＪＨ

ＱＣ（日本版医療ＭＢ賞クオリティクラブ）の会員数は、３１組織となっている。 

企業・組織のありたい姿や変革課題を可視化し、経営改革や経営課題の遂行に役立

てることを目的に２０１８年度に創設した「経営デザイン認証」は、２８組織（ラン

「レジャー白書 2025」 「レジャー白書 2025 記者発表会」の様子 

（２０２５年１０月２８日） 
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クアップ認証：１４組織、スタートアップ認証：１４組織）を認証し、２０２６年３

月５日に認証式を開催した。 

また、経営品質活動を広く社会に普及すべく、経営品質説明会、経営品質推進事例

セミナーを開催した。また、「顧客価値経営フォーラム」を開催し、受賞組織をはじめ

とする先進的な企業・組織の経営品質活動に関する事例報告を行った。 

経営品質活動を企業・組織で担う中核人材の育成を目的とする「顧客価値経営 実

践推進者コース」の開催を通じ、経営品質協議会が認定するセルフアセッサーには

新たに１３７名が登録し、総数は１８３４名となった。（２０２６年３月３１日現在） 

米国、欧州、インド、マレーシア、中国、ブラジルなど、世界１１の国・地域で経

営品質活動を推進する団体が一堂に集うＧＥＣ（Global Excellence Council：各地

域持ち回りで年１回開催）が１２月に中国で開催され、オンラインで会合に参加した。 

４．自治体経営支援 

（１）行政経営品質向上事業

パブリック・セクター、特に地方自治体の生産性向上をはかるために、自治体の

最上位計画である総合計画の策定支援を展開した。総合計画を運用する予算・行政

評価・目標管理などのシステム改革の支援も実施した。また、行政のパフォーマン

スを高めるため、経営品質向上プログラムの導入支援、トップへの啓発、改革推進

者の育成、具体的改善活動の支援などを行った。 

（２）財政分析事業

財政の効率を高めるため、自治体の財政分析（企業会計的決算手法の導入、財政シ

ミュレーション、施設や事業ごとの財政分析）や付随する固定資産台帳の整備、財政

分析研修などを行った。 

（３）地方議会評価事業

地方分権の進展に伴い、二元代表制の一翼を担う議会の役割が重視されつつある

ことをうけ、組織の成熟度を評価・改善する経営品質向上プログラムを地方議会に

応用した「地方議会評価モデル」を構築し、議会からの政策サイクルの作動を促す

べく、普及に取り組んだ。 

５．地方創生人材の育成 

地域の活力向上や地域経済の活性化が重要課題となるなか、地方創生を担う専門

人材の育成のための仕組みづくりを進めた。 

その一環として国との連携のもと、ｅラーニングを活用した「地方創生カレッジ」

を開講し、多様な人材の活躍や地方創生推進に向けた国の施策解説など、社会・政策

ニーズを踏まえたプログラム２１５講座を提供した。また、地方創生に関心の高い人
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材の交流の場として、「連携・交流ひろば」を開設し、受講者の「生の声」の充実な

どコンテンツ拡充を図るとともに、北海道、千葉、岐阜、沖縄など各地域において地

方創生推進のための対面型講座を企画・実施した。 

６．海外技術協力 

（１）海外コンサルティング等二国間協力事業

アジア生産性機構（ＡＰＯ）に加盟するシンガポール生産性機関の訪日視察団受け

入れを実施した。また、ウズベキスタンで開催された中央アジア初の生産性フォーラ

ムに参加した。

（２）海外技術協力事業

①アジア地域における技術協力支援

国際協力機構（ＪＩＣＡ）の委託を受け、ブータンの国営企業改革に係わる情報収

集・確認調査を実施した。 

１）ＡＰＯ事業活動への参加

インドネシアにて行われた第６７回ＡＰＯ理事会および、韓国にて行われた第６６

回生産性本部代表者会議に参加した。 

２）ＡＰＯ加盟国に対する研修の実施

ＡＰＯ加盟国に対し、中小企業のための製造業デジタル化に関する研修を実施した。

各国の政府関係者、生産性推進機関職員・コンサルタント、民間企業関係者等１３カ

国から１８名が来日し、日本及びアジア各国のデジタルカイゼンについての議論及び

情報共有を行った。 

３）ブータン国国営企業改革及び生産性向上に向けたカイゼン導入可能性に係る情

報収集・確認調査の実施 

ＪＩＣＡの委託を受けた「ブータン国国営企業改革及び生産性向上に向けたカイゼ

ン導入可能性に係る情報収集・確認調査」では、同国財務省の依頼に基づいて国営企

業改革の一手段としてカイゼン手法活用の検討を行い、その実証のためにパイロット

企業でカイゼン指導を試行するとともに、カイゼン手法の展開を図るために国営企業

向けにカイゼンセミナーを実施した。 

②アフリカにおける技術協力支援

ＪＩＣＡの委託を受け、アフリカのエチオピア、ガーナ、モザンビーク、南アフリ

カ、カメルーン、エジプト、チュニジア、タンザニアに対する品質・生産性向上（カ

イゼン）に係わる技術協力プロジェクトを実施した。
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「エチオピア国企業競争力強化のための包括的支援体制構築プロジェクト」は、現

場カイゼンを含む包括的コンサルテーションの実施能力向上、エチオピアの国家カイ

ゼン推進機関（ＫＡＩＺＥＮ Ｅｘｃｅｌｌｅｎｃｅ Ｃｅｎｔｅｒ：ＫＥＣ）を含む

企業支援サービス提供機関の連携体制強化等を目的としている。本年度はエチオピア

での現地指導を中心に、企業へのコンサルテーション提供を担う人材の育成を継続し

て行うとともに、コンサルテーションの成果を財務指標で把握するための財務分析、

生産性分析を実施した。また、経営幹部層を対象とした「経営戦略・計画研修」、中間

管理者層を対象とした「マネジメントスキル研修」、及び新入社員や大学生等を対象

にした「新入社員研修」のパイロット研修の実施支援、研修講師人材の育成を行った。 

「エチオピア国全国工業運動の実施を通じた製造業競争力強化プロジェクト」は、

全国工業運動事務局の機能強化を通して、同運動の効果を向上させ、製造業の競争力

強化を目的としている。本年度は全国工業運動に関するステークホルダーのニーズや

全国工業運動事務局のアクションプランの運営管理に関する現状に関する調査を行

うとともに、研修を主とした今後の活動に向けた提案を行った。また、全国工業運動

に関わる工業省や関係機関の管理者を対象にした「マネジメントスキル研修」を実施

し、それらの人材の業務運営能力の向上を図った。 

「ガーナ国カイゼンを用いた企業振興プロジェクト」では、カウンターパート機関

であるガーナ企業庁のビジネスアドバイザーに対し、これまで日本人専門家がマーケ

ティングや財務及びカイゼンの技術指導を実施してきたことをもとに、ビジネスアド

バイザーが中小零細企業に対し、セミナーを実施した。 

「モザンビーク国一村一品・カイゼンを通じた地場産業振興プロジェクト」では、

企業支援プログラムに基づいて、小規模事業者に対してビジネス戦略研修および企業

支援を実施した。 

「南アフリカ共和国品質・生産性向上（カイゼン）プロジェクト」では、前年に引

き続きコンサルタント人材育成を継続するとともに、国家資格認定フレームワーク

（ＮＱＦ）によるカイゼンコンサルタントの公式制度化に尽力した。 

「アフリカ地域グローバル・カイゼン・ネットワーク推進にかかる情報収集・確認

調査（フェーズ２）」では、カイゼン普及拠点（ＣＯＥ）をエチオピア、チュニジア、

南アフリカ、モーリシャスの４カ国に認定する支援を実施した。また、これらの普及

拠点を中心として、カイゼンの導入・普及が十分でないアフリカの国々にカイゼン普

及プログラムを実施し、アフリカ域内における相互学習の機会を提供した。 

更にアフリカにおけるカイゼンの普及状況を可視化するためのツールとして、Ｋａ

ｉｚｅｎダッシュボードを構築した。加えて、アフリカカイゼン年次会合（Ａｆｒｉ

ｃａ Ｋａｉｚｅｎ Ａｎｎｕａｌ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ）を、南アフリカにおいて

オンライン参加を併用したハイブリッド形式により開催した。 

「カメルーン国包括的ＢＤＳ提供システムの展開を通じた企業競争力強化プロジ

ェクト」では、カウンターパート機関である中小企業・社会経済・手工業省及び中小
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企業振興庁を対象に、日本人専門家が企業でのカイゼンＯＪＴ指導を通じ、カメルー

ンにおける官民コンサルタントの育成に取り組んだ。

「エジプト国ビジネス開発サービスの強化を通じた中小零細企業競争力向上プロ

ジェクト」では、プラスチック加工業および食品加工業の中小企業向けに、生産現場

でのカイゼン手法の活用やマーケティング支援等によるビジネス開発サービスの提

供を行った。また、企業の成長や有効な支援アプローチを示すことを目的に成果共有

イベントを実施した。

「チュニジア国品質生産性向上及びＢＤＳ普及促進プロジェクト（フェーズ３）」

では、これまでの産業別技術センターを通じたカイゼン普及体制をより強化しつつ、

ビジネス開発サービスの要素を組み合わせたより魅力的なサービス内容の充実を図

った。また、職業訓練校を通じたカイゼン普及にも新たに取り組み、３０名超の職業

訓練校教師の育成を開始した。 

「タンザニア国市場価値のある産業人材育成プロジェクト」では、職業訓練校にお

いて、新社会人が持つべき能力について、カイゼンも含んだ「ソフトスキルパッケー

ジ」を開発し、産業界が求める技能を備えた人材育成の強化に取り組んだ。 

その他、ＪＩＣＡ東京の委託を受け、アフリカ・アジア・南米を対象に、課題別研

修「デジタルカイゼン（中小企業におけるデジタル技術を活用した品質・生産性向上）」

を実施し、デジタル技術の活用によって中小企業の生産性向上を支援する人材の育成

に取り組んだ。 

③中南米における技術協力支援

ＪＩＣＡの委託を受け、アルゼンチンに対する品質・生産性向上（カイゼン）に係

わる技術協力プロジェクトを実施した。 

「アルゼンチン国グリーン・エコノミー、ＤⅩの要素を取り入れたカイゼン普及プ

ロジェクト」では、経済的、社会的、環境的影響の測定を含む、中小企業の持続可能

性を測定するための手法に関するセミナーを実施した。また、グリーン・エコノミー、

デジタル技術、及び工業デザインを取り入れたカイゼンの介入活動が強化されるよう、

カウンターパート機関である国立工業技術院の職員の人材育成を行った。

７．生産性に関する調査研究 

当本部は、マクロ・ミクロそれぞれの領域において、生産性に影響を及ぼす社会経

済の変化や生産性向上にむけた諸課題に関する実態を把握し、今後のあり方について

研究を行っている。 

（１）生産性に関する研究

わが国の産業別や地域別の労働生産性に関する特徴や変化、その要因についての研

究に取り組んだ。また、社会・経済の仕組みや人々の意識・価値観の変化について、
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アンケートによる定点調査を実施した。 

 

① 「働く人の意識調査」（第１７回２０２５年７月、第１８回２０２６年１月公表） 

組織で働く雇用者を対象に、約半年毎に１回、アンケートによる意識調査を実施し、

所属組織に対する信頼度や雇用・働き方に対する考え方等を取りまとめ発表した。第

１７回発表では育休取得者の業務代替時の職場への支援希望に関する考え、第１８回

調査では職場のＡＩ導入状況やＡＩ活用に対する考えを、設問を用意し確認した。 

 

（２）生産性統計・分析  

わが国の生産性の現状及び課題についてデータに基づいた分析を行うため、生

産性に関する各種統計を整備・分析するとともに、統計データやデータベースをウ

ェブサイト上で公開した。 

 

①「鉱工業、非製造業の産業別労働生産性統計（月次・四半期・年次の労働生産性

上昇率、労働生産性指数）」（毎月発表） 

 

②「日本の労働生産性の動向２０２５」（２０２５年１１月公表）  

２０２４年度の日本の労働生産性は、時間当たりの名目労働生産性が５，５４３円、

一人当たりの名目労働生産性が９０７万円という結果に加え、各産業における直近の

労働生産性の動向を発表した。 

 

③「労働生産性の国際比較２０２５」（２０２５年１２月公表） 

ОＥＣＤデータに基づく２０２４年の日本の時間当たり労働生産性は、６０．１ド

ル（５，７２０円／購買力平価(ＰＰＰ)換算）でОＥＣＤ加盟３８カ国中２８位、一

人当たりの名目労働生産性は９８，３４４ドル（９３５万円／購買力平価(ＰＰＰ)換

算）でОＥＣＤ加盟３８カ国中２９位であったことを発表した。そのほか、製造業の

労働生産性の動向についての分析を行った。 

 

④「生産性データベース（ＪＡＭＰ）」（年次公表） 

日本全体や主要産業の労働生産性や全要素生産性の推移を時系列に沿った形で集

計し、「生産性データベース（ＪＡＭＰ／Japan Main Productivity indicators 

database）」として、労働生産性及び全要素生産性に関する各種データを掲載した。 
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８．日本インダストリアル・エンジニアリング協会 

会長 新野 隆 日本電気株式会社 取締役会長 

（１）年次大会

日本ＩＥ協会年次大会を２０２５年１１月１８日から２５日にかけてオンライン

を併用する形式にて、全体会議及び事例発表会、現場見学会を開催した。テーマを

「「人の知恵」×「新技術」みんなで生み出す新たな価値」とし、６０８名の方が

参加した。また、工場等の現地を訪問する現場見学会は１５コースを開催した。 

（２）協会誌「ＩＥレビュー」発行

協会誌「ＩＥレビュー」を年間４回発行した（第３３９号～第３４２号）。毎回、

時宜にあった特集テーマを設定して、実務に直接役立つ情報誌として会員に提供した。

また、本誌に掲載された論文・事例紹介の中から、全国ＩＥ年次大会において優秀な

文献を「日本ＩＥ文献賞」として表彰した（貢献賞５件、改善賞２件）。 

（３）実践・研究交流

 実践・研究交流として２つのプログラム（第３期産学連携「本物のものづくり」研

究交流会、中堅・若手ＩＥr を対象とした相互交流会）を開催した。各プログラムと

も異業種交流を重視しており、参加者同士で議論や交流を図った。 

（４）教育・人材育成

 ＩＥ教育や５Ｓ活動などの基礎的な講座、業務分野別・階層別の研修を対面また

はオンライン、オンラインを併用した形式で開催をした。工場等の現地を訪問し、

訪問先との意見交換、参加者同士の意見交換を行い、知見を広げる現場研修会を実

施した。また、国家資格である技術士取得のための講座を実施した。 

（５）国際交流

国際協力部が受託している訪日研修においてＩＥに関する講義を行った。 

（６）出張教育、コンサルティング

企業に講師を派遣する出張教育やコンサルティングを実施し、企業内においてカ

スタマイズしたＩＥ技法の応用・実践等を行った。コンサルティング部との協業に

よるプログラムの展開・運営を行った。 
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Ⅲ．人材育成事業 

１．組織の中核人材の育成 

（１）経営ビジョン事業

経営者がビジョンや戦略を構築する上で重要となる、内外の政治・経済・経営に関連

する情報と交流の場の提供を目的に、軽井沢トップ・マネジメント・セミナー、月例会

を開催した。また、卓越した経営者や各界の第一人者を講師として経営観を養う次世代

経営者向け長期研鑽プログラムも実施した。 

①軽井沢トップ・マネジメント・セミナー

講演・分科会・懇親会を通じて、イノベーションや変革にリーダシップを発揮する

登壇者、多様な業種業態からの参加者、そしてメディア関係者が活発な交流を行った。

リアルな交流を通じた相互研鑽を提供価値として、経営トップ層のネットワーキング

強化に努めた。 

②次世代経営者長期研鑽プログラム

現役の経営幹部を対象に、日本を代表する経営者や各界の第一人者の生き様に触れ

るともに、海外ミッションで現地を経験することにより、経営の実践知を涵養するこ

とを目的とした事業を実施した（生産性マネジメントフォーラム、アート・オブ・マ

ネジメント・プログラム、チャレンジ・オブ・リーダーシップ・プログラム等）。

③経営者向け月例会

経営者がビジョンや戦略を構築する上で重要となる内外の政治・経済・経営に関連

する情報提供と業種を超えた交流の場であるセミナー、月例会事業を展開した（トッ

プ・エグゼクティブ朝食会、経済情勢懇話会等）。 

（２）人材開発事業

社会性と経済性の調和を図りながら、主体性をもって経営課題の解決にあたること

ができる「人づくり」と、そのための「仕組みづくり」を企業セクター中心に展開し

た。 

①企業内教育

経営ビジョン事業や公開研修プログラム・テーマ別プログラムを、企業独自のプロ

グラムにアレンジしたオリジナル教育を実施した（次世代リーダー・経営幹部教育、

管理者教育、中堅社員教育、新入社員教育、企業倫理教育、ロジカルスキル教育、コ

ミュニケーションスキル教育等）。
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②公開研修プログラム

主に中堅企業を対象として、階層別の公開型セミナーを実施した（取締役・執行役

員研修、上級管理者研修、管理者基礎研修、職場リーダー基礎研修、リーダーシップ

開発研修、中堅社員研修、新入社員研修等）。 

③テーマ別セミナー

人材育成、ビジネススキルを中心に、最新の情報提供やスキル習得を目的とした事

業を展開した（人事部長クラブ、論理的思考系セミナー、コミュニケーションスキル

系セミナー、プロジェクトマネジメントセミナー、等）。 

２．公共人材育成 

公共を担う官民の人材を対象に、社会を変革する先駆的な構想を具現化し、実現

に導ける（=Enabler-ship のある）人材の育成を目指し、「社会システム・デザイ

ン」演習を２０２０年１月に立ち上げ、今回で６回目の開催となった。

社会をシステムの集合体と捉えるシステム的発想力、構想を具体化するデザイン

力、そして実現させるマネジメント能力の３つの高度スキルを身体知として習得

し、縦割り組織・縦割り産業のマインド・セットではなく「社会システム」におけ

る各組織が相互連鎖するように横串の発想で、新しい仕組みを組み立てるためのス

キルの体得を目指している。昨期から修了生が支援者として参画している。

３．経営アカデミー 

学長 沼上 幹  早稲田大学ビジネス・ファイナンス研究センター 

研究院教授 

経営アカデミーは、経営革新を実践できる「組織の中核的人材」の育成を通じて産

業界の発展を支援し貢献していくという志のもと、１９６５年に学界の協力を得て、

わが国最初の本格的なビジネススクールとして創設された。以来約１６，０００名の

修了者（経営アカデミーマスター）が企業のトップ、産業界のリーダーとして活躍し

ており、ＯＢ・ＯＧの層も厚く、リーディングプログラムとしての役割を果たし続け

ている。幅広くラインナップされた各コースは、学界の最先端理論と企業の実践知が

ぶつかり合う創発の場として、生涯役立つ人間力の向上を目指し、構想力、革新力、

実践力を兼ね備えた人材を輩出するとともに、組織や業界の枠を超えた人的ネットワ

ーク形成の機会を提供している。また、２０２５年度、経営アカデミーが設立６０周

年を迎えたことから、経営アカデミー現役生、ＯＢ・ＯＧ、派遣元企業担当者らが一

同に会し、旧交を温め、人的ネットワークを維持・強固にする場として、「経営アカデ

ミー リーダーズフォーラム２０２５」を１１月に開催した。修了者３名によるリー
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ダーシップストーリーの紹介、沼上学長との対談、近年の代表的なグループ研究紹介

のほか、「経営アカデミー６０年の軌跡」と題したプレゼンテーションも行った。 

「リーダーズフォーラム２０２５」での経営アカ

デミー修了者３名と沼上学長の対談の様子 

「リーダーズフォーラム２０２５」での「経営アカデミー

６０年の軌跡」プレゼンテーション資料 

（１）経営アカデミー・マスターコース

本年度は以下の９コースを開催した。 

トップマネジメント・コース

コース委員長 松本 正義 住友電気工業株式会社取締役会長 

コースのねらい 戦略思考に基づいたビジョンを語り、先頭に立って 

実践できるトップリーダーの養成 

経営戦略コース 

コース委員長 石黒 成直 

株式会社ＮＴＴデータグループ独立取締役 

株式会社リコー独立取締役 

コースのねらい 自社ビジネスのあり方を見直し、次の戦略を深く多面的に 

考えるリーダーの養成 

技術経営コース 

コース委員長 堤 和彦 三菱電機株式会社特任技術顧問 

コースのねらい 技術を起点に社会的価値を創出できる人財の育成 

組織変革とリーダーシップコース 

コース委員長 長谷川 隆代 ＳＷＣＣ株式会社代表取締役会長 

コースのねらい 人・組織・戦略の視点で組織変革を推進できる 

次世代リーダーの養成 
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マーケティング戦略コース  

コース委員長 澤田 道隆 花王株式会社特別顧問 

コースのねらい 先見性・革新性・戦略性で成熟市場を打ち破る 

マーケターの養成 

 

生産革新マネジメントコース  

コース委員長 木股 昌俊 株式会社クボタ特別顧問 

コースのねらい 現場と経営の観点で、ありたい姿を描き、「強い工場」を 

つくる人材の養成 

 

人事革新コース  

コース委員長 柄澤 康喜 三井住友海上火災保険株式会社常任顧問 

コースのねらい 人的資本経営と企業変革をリードする戦略人事リーダーの

養成 

 

事業変革イノベーションコース  

コースのねらい 経営トップや現場を巻き込みながら変革に邁進する 

中核リーダーの養成 

 

イノベーション・デザインコース  

コースのねらい サステナビリティ時代に社会課題を事業で解決するリーダ

ーの養成 

 

（２）短期コース  

①マネジメント・ケイパビリティ研修 

３ヶ月間の「マネジメント・ケイパビリティ研修」を開催した。また、新規コース

として「マネジメント・ケイパビリティ入門研修」を開催した。若手ビジネスパーソ

ン（全職種）を対象に、論理的思考力と戦略的視野、会計知識とデータ分析力の習得

を目的として、５月～６月の２ヶ月、全４日間のプログラムで開催した。 

 

マネジメント・ケイパビリティ 養成研修 

対象・日程 中堅・課長クラス対象、３ヶ月、年間５期開催（うち大阪開

催１期） 

コースのねらい 自己の事業観や思考プロセスを内省し、組織のコア人材とし

てのさらなる成長を図る 
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マネジメント・ケイパビリティ 部長研修

対象・日程 部長クラス対象、３ヶ月、年間３期開催 

コースのねらい 部門の責任者に求められる意思決定のあり方、リスクマネジ

メントの考え方を学び、部門経営に必要な知識を身につける

マネジメント・ケイパビリティ 役員研修

対象・日程 取締役・執行役員クラス対象、３ヶ月、年間１期開催 

コースのねらい 全社的見地からの意思決定のポイントを学び、トップリーダー

に求められる視野と視点について習得する 

マネジメント・ケイパビリティ 研究開発リーダー研修

対象・日程 技術・研究開発・企画部門対象、３ヶ月、年間１期開催 

コースのねらい 技術戦略思考の基礎を学び、人を育てるコミュニケーション

を身につけ、市場と技術の長期トレンドを読む 

マネジメント・ケイパビリティ 女性リーダー研修

対象・日程 課長手前から課長職対象（女性限定）、３ヶ月、年間１期開催 

コースのねらい 女性ならではのパーソナルな課題と共に、組織・経営に貢献

するためのマネジメントの知識・スキルを統合的に学ぶ 

（３）企業内アカデミー

日本を代表する講師陣との長年にわたる幅広いネットワークを活かし、企業の経営

幹部および次世代の経営を担う人材育成の教育研修ニーズに対応する「企業内アカデ

ミー」を企画・運営した。また、各コースで実施している内容をベースに、個別企業

の教育ニーズに合わせたオーダーメイドプログラムを実施した。 

（４）生産性研究助成

本制度は、経営アカデミー創設２５年を記念して、学界の発展と生産性に関する研

究を支援するため、１９９０年に設置したものである。広く経営、労働、生産性など

に関する領域を研究する個人またはグループを対象に、昨年度までに１０８件の研究

助成を行っている。本年度は次の３件の研究への助成を採択した。 
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＜２０２５年度の助成実績＞  

テーマ 管理職の忙しさが及ぼす影響の研究－可変性という視点からの接近－ 

研究者 砂口 文兵 神戸大学大学院 経営学研究科 准教授 

テーマ 混合型データのクラスタリング手法を用いた消費者セグメンテーション

の高度化と実務的応用 

研究者 趙 宇 東京理科大学 経営学部 経営学科 講師 

テーマ 働き方改革と従業員の健康に関する定量分析 

研究者 渡辺 周 大阪大学大学院 経済学研究科 准教授 

 

＜選考委員＞  

沼上  幹 早稲田大学ビジネス・ファイナンス研究センター研究院教授 

鬼丸 朋子 中央大学教授 

木谷  宏 県立広島大学大学院教授 

河野 宏和 慶應義塾大学大学院教授 

南 知惠子 椙山女学園大学教授、神戸大学名誉教授 

米山 茂美 学習院大学教授 

 

４．グローバル人材育成  

（１）グローバル経営支援  

 企業・組織のグローバル人材育成のニーズに対応した研修事業を実施した。 

 

（２）調査団・研修団の派遣  

 海外のベストプラクティスの視察や意見交換、異文化コミュニケーションを通じ、

グローバルな視点を備えた人材を育成する調査団・研修団を派遣した。洋上研修「生

産性の船」を年２回開催した。 

 

（３）グローバル人材育成  

 ＡＳＣＭ（Association for Supply Chain Management）と提携し、サプライチェー

ンマネジメントの国際資格ＡＰＩＣＳについて、普及・提供事業を展開した。 
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Ⅳ．労使関係・ダイバーシティ推進事業 

１．労使関係 

（１）全国労働組合生産性会議（全労生）との連携

議長 神保 政史 電機連合会長 

当本部は全労生の事務局を務めるとともに、生産性運動の推進にむけて、さまざま

な場面で全労生との連携を深めている。 

全労生は、労働組合の立場から生産性運動に取り組む産業別労働組合組織 

(２５産別、約５６０万人)で構成されている。グローバル経済下における生産性運動

の新展開を目指し、働き方、労使関係、成果配分、労働組合のあり方を中心とした調

査研究と研究成果の普及活動を進めている。 

本年度は、２０２５年５月に中央委員会を開催し、２０２５年度の活動方針を決定

した。併せて、衆議院選挙により延期した２０２４年度中央討論集会を開催し、「取引

適正化・価格転嫁をめぐる実態と労使の課題」について討議した。また１０月には、

２０２５年度中央討論集会を開催し、「人手不足の克服にむけて～人を大事にする組

織・職場づくりとは」のテーマのもと討議を行った。２０２６年１月には、幹事会を

中心に取りまとめた「主張～２０２６年春闘に向けて～」を公表した。 

（２）関東地方労組生産性会議（関東労生）との連携

議長 中井 悦子 東芝労働組合中央執行委員長 

当本部は関東労生の事務局を務めるとともに、教育活動のコンテンツ提供等、さま

ざまな場面で関東労生との連携を深めている。 

関東労生は、関東地方の生産性運動に取り組む企業別労働組合(約９０組織)で構成

されている。労働組合が抱える今日的課題について研究・討議を行うとともに、その

成果を普及するための教育活動を行っている。 

本年度は、６月に定例総会を開催し、２０２５年度の活動方針を決定し、部会や研

究会等を開催した。さらに、全労生の中央討論集会への参加、および他の地方労生を

まじえた連絡会議への参加等、交流・連携活動も行った。 

（３）教育研修・セミナー

 労使コミュニケーションの質的向上、労働組合活動の活性化等、企業や労働組合が

抱える課題の解決支援に向けたコンサルティングおよび教育研修を展開した。 

労使幹部及び実務者を対象に、直面する問題解決に資する情報提供やスキル習得を

目的としたセミナーをオンライン配信も活用しながら実施した。また、同時にネット

ワークの拡充も図った（人事担当役員定例懇話会、労組幹部政策懇話会、ユニオンリ
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ーダー養成講座、春闘セミナー等）。 

 

２．ダイバーシティの推進  

（１）ダイバーシティ推進・女性活躍支援  

企業において女性が活躍できる環境を整備する活動支援をはじめ、性別や年齢、国

籍等に関わらず、多様な人材の活躍を支援するプログラムとして、「ジェンダー・バイ

アス」や「ダイバーシティ」等に関する公開セミナーや指導研修を行った。 

 

（２）働き方改革・ワークライフバランスの推進  

「テレワーク」や「働き方改革」の推進を支援するための公開セミナーや指導研修、

組織内へのコンサルティングを実施した。 

また、自治体によるワークライフバランス推進企業の認定に向けた支援事業を受託

し、中小企業におけるワークライフバランスの推進にむけたコンサルティング等に取

り組んだ。 

 

３．キャリア開発  

（１）教育研修・指導相談・人材育成  

①キャリア開発支援 

企業や労働組合、大学等の教育機関を対象とした組織と個人のキャリア形成支援

プログラムの開発、指導相談、教育研修の展開を図った。また、国家資格であるキ

ャリアコンサルタントの養成事業を東京、新潟、長野で開催するとともに、キャリ

アコンサルタント有資格者の能力向上や専門性を高める研修もオンラインを活用し

ながら実施した。さらに、キャリアクロス会を運営し、有資格者の交流と研鑽を図

った。 

 

４．雇用・人事・賃金  

（１）雇用システム研究センター  

①調査研究・情報発信 

雇用・人事・賃金に関する諸課題について、理論・政策・実務の各側面から調査研

究と提言・情報発信を行った。また、人材投資を支える新たな人事賃金制度を提案し、

普及・展開した。 

また、「人的資本経営の測定・開示ワーキンググループ」にて、人的資本経営の浸

透と従業員認知に関する調査及び提言を取りまとめた。 
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②人事・賃金セミナー

人事・賃金・評価等関連諸制度の整備・改善に参考となる好事例・最新情報を提供

するとともに、「賃金管理士」等の専門家の養成・交流活動を行った（賃金管理士養成

講座、賃金教室セミナー、人事労務基礎講座等）。 

③人事・賃金指導相談

人事、賃金、評価等雇用処遇に係わる諸システムに関する診断・指導及び教育活動

を展開し、整備・改善のための実践的な提案・問題解決を行った。 

（２）日本人材マネジメント協会との連携

わが国を代表する人材マネジメントに関する専門の会員組織である本協会

（Japan Society for Human Resource Management：略称ＪＳＨＲＭ）と、情報交

換をはじめとした連携を図った。 

【人的資本経営の測定・開示ワーキンググループ】生産性研究レポート 
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Ⅴ．ヘルスケア・マネジメント事業 

１．ヘルスケア・マネジメントの推進 

（１）メンタル・ヘルス研究所

国の標準項目からなる職業性ストレス簡易調査票に当本部が独自に開発したＪＭ

Ｉ健康調査の要素を取り込んで開発したストレスチェックを軸に、義務化されている

ストレスチェックでの組織的な対応など、メンタルヘルス対策の正しい知識の普及、

組織改善に資する取り組みの推進を目的として、以下のとおり事業展開した。 

約２万４千人の産業人にストレスチェックを行い、受診者には個人結果を送付して

セルフケアを促すと同時に、組織には健康な組織づくりのための提案も含む組織分析

結果を報告した。 

また、希望する組織については、個人へのフォローとして、希望する受診者とその

扶養家族を対象に電話相談室と面接相談室を通じ、メンタルヘルス・サポートを実施

した。なお、専門機関とのアライアンスにより、全国約１５０ヶ所に相談室を展開し

ている。併せて、組織へのフォローとして、調査結果を活用した管理者に対する組織

改善支援のコンサルティングやメンタルヘルス課題への対応力向上を目的としたラ

インケア研修、個人のメンタルヘルス改善に資するセルフケア研修も行った。

（２）カウンセリング・マネジメントセンター

カウンセリングの考え方・技法を活用し、職場のコミュニケーションの活性化やメ

ンタルケア等、職場を元気にするための多様な教育研修をソリューションとして提供

した。オンラインも活用しながら、様々な組織課題や各階層に対応したプログラムを

公開セミナー、企業内教育として展開した。 

（３）健康いきいき職場づくりフォーラム

慶應義塾大学総合政策学部 島津明人教授及び他の学識者との協働により、「健康い

きいき職場づくり」の理念及び手法の普及・啓発活動を推進するとともに、職場のメ

ンタルヘルスの新しい枠組みの確立にむけた活動を行った。

①定例セミナー

フォーラム会員へのサービス及び新規会員募集のために定例セミナー等を８回実

施した。セミナーを通じて、健康いきいき職場づくりの事例・取り組み方法、理念な

どについての普及・啓発を行った。 

②シンポジウム

経営者及び人事担当者、健康経営担当者向けに、企業の健康いきいき職場づくりの
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視点からこれからの働き方や職場、健康（ウェルビーイング）等について議論する定

例シンポジウムを２０２５年７月２５日と２０２６年２月２日に実施した。 

また、ウェルビーイング指標開発の周知を行う特別シンポジウムを２０２６年２月

１８日に実施した。 

③研究会

健康いきいき職場づくりを組織内に展開するための方策を講義及びワークショッ

プ形式で検討する「Active Work Place研究会」を実施した。 

④研究活動、事業開発

国内外の最新動向のリサーチ、好事例収集、理論研究などの活動を行い、その内容

について、ホームページおよびメールマガジンで発信した。 

 また、フォーラムに参画している研究者を中心としたウェルビーイング経営推進の

ための研究グループを設置し、職場・組織のウェルビーイングを評価する指標を開発

し公開した。 

２．健康促進事業の推進 

（１）健康保険組合への業務支援事業

健保業務支援システムの提供を通じて、医療保険制度の支え手である健康保険組合

の業務と運用を支援し、医療費適正化と事業運営の一層の生産性向上に取り組んだ。

特に加入事業所から健康保険組合への届出の電子化および健康保険組合から加入事

業所への通知等の電子化をセキュアな環境で実現するサービス「データ授受サービス」

を展開するなど、「健保ＩＣＴ化」に向けた機能向上を図った。 

（２）ＩＣＴ化推進事業

健康保険業務支援事業とヘルスケア分野で培ったノウハウをベースに開発した、働

く人の健康増進と組織の生産性向上を目的としたＷｅｂサービス「健康経営支援サー

ビス（ＨＰＭ）」について、機能開発により利便性向上を図るとともに、健康への関

心が高い企業等への普及活動を推進した。 
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Ⅵ．普及・促進事業 

１．産業界とのコミュニケーション 

（１）組織広報活動

当本部では、企業経営者、労働組合幹部、学識者、消費者団体代表者などの国民各

界各層の代表に、評議員、理事･監事、幹事会幹事、委員会委員、賛助会員として様々

な分野での活動に参画いただいている。 

特に、生産性運動に対する力強い支援者でもある賛助会員に対しては、時代に適し

た価値ある情報の提供等に努めた。 

主な活動は以下のとおり。 

①普及活動

・生産性運動に対する新たな支援者の拡大に取り組んだ。

・月例研究会等の実施を通じ、当本部の諸活動に対する理解促進を図った。

②情報提供

・生産性新聞や書籍・情報誌・統計集等を通じ、生産性向上に向けた多様な

情報提供を行うとともに、オンライン検索サービスの普及推進に取り組んだ。 

・メールマガジンを定期的に発行し、当本部諸活動の取り組みを紹介した。

③生産性向上への支援

・無料経営相談などを通じて、先進的な生産性向上策の紹介や課題解決に向

けた指導を実施した。

２．全国生産性機関との連携 

生産性運動を推進する各地域の生産性機関と連携を図りつつ、生産性運動を支援す

る企業、労働組合などの会員を中心に、企業・組織の生産性向上や人材育成等にむけ

た活動を展開した。 

３．メディア開発 

（１）様々なメディアを通じた生産性運動の情報発信

①新聞事業

生産性新聞では、生産性運動７０周年を迎える２０２５年度の特別連載として、生

産性の原点に立ち返り、生産性改革の今後について考えるインタビュー連載「生産性

改革 Ｎｅｘｔ Ｓｔａｇｅ」を２０２５年４月２５日号から１１月２５日号まで 

１３回掲載した。また、日本企業の革新力の源泉に触れつつ、新たなビジネス展開の
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動きを探る連載「ミライを変える革新力」を２０２５年４月５日号から２０２６年３

月５日号まで２４回掲載した。 

なお、日本生産性本部の主な足跡を振り返り、未来の生産性運動を切り開くヒント

を見出す連載「ＪＰＣ ７０ｔｈクロニクル」は、２０２５年４月５日号から掲載を

開始し、２０２６年度も継続掲載を予定している。 

②書籍事業

生産性出版では、経営戦略、組織変革、リーダーシップ、サービス産業の生産性向

上、経営幹部育成等に関する書籍を刊行しており、「人事 1 年目の教科書」「事前期待」

「若者・女性の流出問題に取り組む７万４０００人が暮らす小さな行政の組織改革」

「お金と経済 日本の生産性を高める仕組みと法則」など新刊書籍９点を刊行した。 

また、既刊書では生産性出版のロングセラー「ＰＭＯ導入フレームワーク」１４刷、

「事業部長になるための『経営の基礎』」５刷などの好評書５点を増刷した。 

生産性労働情報センターでは、「ハラスメント防止と社内コミュニケーション」「労

働組合ガイドブック」「組織行動マネジメント」、「自分を超えていく力」など新刊およ

び改訂書籍１０点や、「活用労働統計」「賃金・労使関係データ」「社会保険ポイント解

説」などの報告書・統計関係３点、「生産性白書」、「生産性年次報告２０２５」などの

研究レポート４点に加え、働くことに関する情報誌である「情報誌ワークライフ」（年

４回）、購読会員への毎月の情報提供である「ワークライフインフォメーション」を刊

行した。 

併せて、刊行書籍とタイアップし、「ハラスメント防止と社内コミュニケーション」

「ダイアローグ型人事制度」「ジョブ型人事システム」などの出版セミナーや、「活用

労働統計」活用促進のための「活用労働統計“活用”セミナー」をリアル（対面）と

オンラインとのハイブリッドで開催するとともに、 アーカイブの収録配信を行った。 

２０２５年度に刊行した書籍の一部 

3232



33 

 

 

 

 

 

③手帳事業 

２０２６年版の生産性手帳（１２種・４７点）を製作した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 パーソナル手帳            ニュー・エグゼクティブ手帳 

 

④映像事業 

 人材育成における領域で、新入社員・管理者教育・人事考課から労働安全衛生まで、

４００を超えるアイテムを提供した。 

 

     

新入社員ベストマナー講座  監督者向け安全教育シリーズ    評価者面接の進め方 

  

２０２５年度に刊行した書籍の一部 
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Ⅶ．新たな公益活動の取り組み 

１．生産性常任委員会 

委員長 小林 喜光 日本生産性本部会長 

東京電力ホールディングス株式会社取締役会長 

生産性常任委員会は、当本部の常設の委員会として設置し、 

２０２４年１０月に再始動。労・使・学識の三者構成のもと、新

たな時代の生産性をめぐる諸課題について議論し、マクロ・ミク

ロ両面から生産性と経済社会のあり方に関する発信を担う。

２０２５年度は、２０２４年度に引き続き６回の会合を開催

し、イノベーションと生産性、人とＡＩの共生、生産性運動三原

則の意義などについて討究。労使を含め各界が共有すべき生産

性改革の指針を取りまとめ、２０２６年３月に『第２回「生産性

白書」 人口減少社会の生産性改革～人とＡＩの共生～』を発表

した。 

２．イノベーション会議 

座 長  大田 弘子 政策研究大学院大学長 

ｺｱﾒﾝﾊﾞｰ 森川 正之 機械振興協会経済研究所長

ｺｱﾒﾝﾊﾞｰ 柳川 範之 東京大学大学院経済学研究科教授

ｺｱﾒﾝﾊﾞｰ 茨木 秀行 亜細亜大学経済学部教授

イノベーション会議は、日本のイノベーションを促進するための方策や改革の方向

性について探り、提言するとともに、政府や企業への普及・啓発を図るための発信に

取り組んでいる。 

２０２５年度は、「人材投資と生産性」をテーマに座談会を実施。２０２４年度から

継続して討究した活動成果と当本部が発表した研究・調査結果をとりまとめ、「生産

性年次報告２０２５」として公表。また、２０２５年１２月から新たなテーマとして

「ＡＩと雇用・生産性」を掲げ、ヒアリング調査を実施した。 

３．生産性経営者会議（国際連携組織） 

共同委員長 片野坂真哉 ＡＮＡホールディングス株式会社取締役会長 

冨山 和彦 株式会社日本共創プラットフォーム代表取締役会長 

東原 敏昭 株式会社日立製作所取締役会長代表執行役 
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生産性経営者会議は、当本部における国際連携体制構築の中核組織として、グロー

バル視点での生産性課題の解決に向けた日米独のトップ経営者による対話、欧米やア

ジア諸国との国際会議などの交流活動や研究活動の３本柱で活動している。２０１８

年７月に発足し、日本を代表する経営者、労働組合幹部、学識経験者で構成している。

２０２５年度は生産性課題解決の指針としての提言「付加価値増大を軸とした生産性

経営の実践～２０４０年、日本を世界の生産性トップリーグへ導く経営改革の道筋～」

について議論した（２０２６年５月に発表予定）。 

研究活動としては、米国コンファレンスボードと連携し「世界経営幹部意識調査」

を実施したほか、アジア生産性機構の助成を活用し、当本部独自の第４回「ビジネス

パーソンの生産性課題に関する意識調査」に取り組み、日本の生産性上昇率が低い要

因や改善策の定点観測を行った。本調査については、米独連携先組織やＡＰＯ（アジ

ア生産性機構）及び加盟２１カ国の生産性本部を通じて調査結果の普及啓発を行った。

ブルッキングス研究所との研究活動については、生成ＡＩの生産性に及ぼす影響や経

済的効果に関する研究を継続し、その主な成果について生産性新聞において対談形式

の記事を掲載し、普及啓発を行った。 

 交流活動の一環として経営幹部を対象にした「生産性マネジメントフォーラム」（第

４期）を実施した。本会議経営者委員や海外連携組織であるブルッキングス研究所、

ドイツ・ミュンヘナー・クライス等が登壇し、計１２回の例会を実施するとともに、

米国ミッションではハーバード大学ケネディ行政大学院、ケンブリッジイノベーショ

ンセンター、経済開発委員会（ＣＥＤ）、ブルッキングス研究所を訪問し、対話・交流

を図った。さらに海外の高度人材と日本企業の人材との交流プログラムを開発した

（２０２６年度より実施予定）。 

４．生産性シンポジウム 

 「生産性」を軸に、経済社会の様々な分野について積極的に問題提起、世論喚起を

実践することを目的に開催している。２０２５年度は、わが国の生産性向上や持続的

な経済社会の実現に資するテーマを多角的な観点から取り上げ、オンラインにて５回

開催し、延べ１，４００名が参加した。 

第５回生産性シンポジウムの様子 

（健康いきいき職場づくりフォーラム 冬季シンポジウム） 

第２回生産性シンポジウムの様子 

（これからの日本の企業経営と経営者のあり方： 

経営アカデミー６０周年記念） 
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５．正副会長年頭会見 

 年頭にあたり、２０２６年１月７日に正副会長年頭会見を開催し、小林会長より年

頭所感を発表した。 

 

 

 

 

 

６．生産性運動７０周年事業 

新会長就任披露と生産性運動７０周年記念を兼ねた「新会長就任披露・生産性運動

７０周年記念パーティー」を２０２５年６月１１日に開催し、各界より約７６０名が

出席した。当日は、来賓として石破茂内閣総理大臣（当時）が出席し、祝辞を述べた。 

 
 

 

  

２０２６年正副会長年頭会見の様子 

（左から）小林喜光会長、石破茂内閣総理大臣（当時）、 

茂木友三郎名誉会長（２０２５年６月１１日撮影） 
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Ⅷ．法人の運営（評議員会、理事会の開催） 

１．評議員会 

定時評議員会 

日  時：２０２５年６月１１日 

会  場：ザ・キャピトルホテル東急 

議  事：１．議案審議 

（１）２０２４年度事業報告および決算について

（２）評議員の選任について

（３）理事・監事の選任について

（４）定款の一部変更について

（５）役員報酬等の改定について

臨時評議員会（書面表決） 

 決議があったものとみなされた日：２０２５年１１月２８日 

＜提案事項＞ 

第１号提案：評議員の選任について 

２．理事会 

第１回定時理事会 

日  時：２０２５年５月２６日 

会  場：ザ・キャピトルホテル東急 

議  事：１．議案審議 

（１）２０２４年度事業報告および決算について

（２）２０２５年度定時評議員会の開催について

２．講演・懇談

臨時理事会 

日  時：２０２５年６月１１日 

会  場：ザ・キャピトルホテル東急 

議  事：１．議案審議 

（１）代表理事・会長の選定について

（２）名誉会長の選定について

（３）最高顧問の選定について

（４）副会長の選定について

（５）常勤役員、代表理事、業務執行理事、理事長、専務理事、

常務理事の選定について
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（６）顧問の委嘱について

（７）常勤役員の報酬について

（８）役員賠償責任保険について

第２回定時理事会 

日  時：２０２５年９月１２日 

会  場：ザ・キャピトルホテル東急 

議  事：１．議案審議 

（１）２０２５年度臨時評議員会の開催（書面表決）について

２．活動報告 

（１）人口減少問題に関する国民運動組織の発足について

３．講演・懇談 

第３回定時理事会 

日  時：２０２５年１２月１５日 

会  場：帝国ホテル東京 

議  事：１．２０２５年度活動報告 

（１）第５回日本サービス大賞の取り組みについて

（２）全国労働組合生産性会議（全労生）の活動について

（３）未来を選択する会議の正式発足について

（４）生産性常任委員会の活動について

２．講演・懇談 

第４回定時理事会 

日  時：２０２６年３月２３日 

会  場：ザ・キャピトルホテル東急 

議  事：１．議案審議 

（１）２０２６年度運動目標について

①「第２回生産性白書」について

② 未来を選択する会議の活動について

③イノベーション会議の活動について

（２）２０２６年度事業計画及び予算について

２．講演・懇談 
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３．運営体制の充実を図るための取り組み 

 ２０２５年４月１日施行の公益認定法改正を始めとする公益法人制度改革への対

応に向け、「公益活動のあり方等に関する委員会」（委員長：梶川 融 太陽有限責任

監査法人会長／日本生産性本部副会長）を２０２４年３月２５日に設置。当本部会長

の諮問により、法改正への対応及びそれに伴う自律的なガバナンス強化策について継

続して検討した。 
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＜資料＞ 

公益財団法人 日本生産性本部 評議員 

2026 年 3 月 31 日現在 

福川 伸次 一般財団法人地球産業文化研究所 顧問 

曽根 泰教 慶應義塾大学 名誉教授 

樋口 美雄 
慶應義塾大学 名誉教授 
独立行政法人労働政策研究・研修機構 顧問 

加賀見俊夫 株式会社オリエンタルランド 代表取締役 取締役会議長 

宮川  努 学習院大学 教授 

野中 尚人 学習院大学 教授 

河野真理子 株式会社キャリアン 代表取締役 

泉谷 直木 アサヒグループホールディングス株式会社 特別顧問

安河内賢弘 ＪＡＭ 会長 

伊藤 雅俊 味の素株式会社 元社長 

岡島真砂樹 公益財団法人日中技能者交流センター 理事長 

岩沙 弘道 三井不動産株式会社 相談役 

奥  正之 株式会社三井住友フィナンシャルグループ 名誉顧問 

飯野 正子 
津田塾大学 名誉教授 
公益財団法人日米教育交流振興財団 理事 

清家  篤 
日本赤十字社 社長 
慶應義塾 学事顧問 

小林慶一郎 慶應義塾大学 教授 

宇野 重規 東京大学 教授 

相原 康伸 公益財団法人国際労働財団 理事長 

石上 千博 自治労 中央執行委員長 

津村 正男 基幹労連 中央執行委員長 

堀谷 俊志 ＪＥＣ連合 会長 

南  成人 日本公認会計士協会 会長 

堀  義行 生保労連 中央執行委員長 

安達 正美 ＪＰ労組 中央執行委員長 

北野 眞一 情報労連 中央執行委員長 

津崎 暁洋 フード連合 会長
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公益財団法人 日本生産性本部 理事及び監事 

 

2026 年 3 月 31 日現在 

 

会長（代表理事） 小林 喜光 東京電力ホールディングス株式会社 取締役会長 

名誉会長 茂木友三郎 
キッコーマン株式会社 
取締役名誉会長 取締役会議長 

副会長 増田 寛也 株式会社野村総合研究所 顧問 

副会長 大田 弘子 政策研究大学院大学長 

副会長 芳野 友子 連合 会長 

副会長 神保 政史 
全国労働組合生産性会議 議長 
電機連合 会長 

副会長 大宮 英明 三菱重工業株式会社 名誉顧問 

副会長 市川  晃 住友林業株式会社 代表取締役会長 

副会長 秋池 玲子 ボストンコンサルティンググループ 日本共同代表 

副会長 梶川  融 太陽有限責任監査法人 会長 

理事長（代表理事）（常勤） 前田 和敬 公益財団法人日本生産性本部 

専務理事 (業務執行理事）（常勤） 原  賢一 公益財団法人日本生産性本部 

常務理事 (業務執行理事）（常勤） 大川 幸弘 公益財団法人日本生産性本部 

常務理事 (業務執行理事）（常勤） 尾崎 陽二 公益財団法人日本生産性本部 

理事 (業務執行理事）（常勤） 野沢  清 公益財団法人日本生産性本部 

理事 金丸 恭文 フューチャー株式会社 代表取締役会長 

理事 谷口 将紀 東京大学大学院 教授 

理事 永山  治 中外製薬株式会社 名誉会長 

理事 村上 輝康 産業戦略研究所 代表 

理事 金子 晃浩 自動車総連 会長 

理事 片野坂真哉 ＡＮＡホールディングス株式会社 取締役会長 

理事 北沢 利文 東京海上日動火災保険株式会社 相談役 

理事 板東久美子 元文部科学審議官・元消費者庁長官 

理事 山下 良則 株式会社リコー 取締役会長 

理事 壬生 守也 電力総連 会長 

理事 成田 幸隆 運輸労連 中央執行委員長 

理事 石村 和彦 国立研究開発法人産業技術総合研究所 理事長 

理事 永島 智子 ＵＡゼンセン 会長 

理事 遠藤 信博 日本電気株式会社 特別顧問 

監事 本田 勝彦 日本たばこ産業株式会社 社友 

監事 木村 丈博 紙パ連合 中央執行委員長 
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公益財団法人 日本生産性本部 幹事会幹事 

 

2026年 3月 31日現在 

青井 浩 （株）丸井グループ 代表取締役社長 代表執行役員 CEO 

青柳 俊一 
千葉県生産性本部 会長 
（株）千葉興業銀行 代表取締役会長 

青山 敏幸 日本建設産業職員労働組合協議会 議長 

秋山 実 健康保険組合連合会 理事 

安藤 忠雄 建築家 

石黒 武 
（一財）中部生産性本部 会長 
大同特殊鋼（株） 代表取締役会長 

石黒 憲彦 （独）日本貿易振興機構 理事長 

石橋 進一 全日本電線関連産業労働組合連合会 中央執行委員長 

井上 治 住友電気工業（株） 社長 

岩井 奉信 日本大学 法学部 名誉教授 

上野 孝 横浜商工会議所 会頭 

上村 良成 日本鉄道労働組合連合会 会長 

鵜飼 英一 ＮＴＮ（株） 取締役 代表執行役 執行役社長 CEO 

内田 高史 （一社）日本ガス協会 会長 

内山 俊一 （一社）日本鉄鋼連盟 専務理事 

江崎 玲於奈 （一財）茨城県科学技術振興財団 理事長 

大喜多 宏行 全日産・一般業種労働組合連合会 会長 

太田 充 （株）日本政策投資銀行 代表取締役会長 

大槻 哲史 ＪＦＥスチール労働組合連合会 中央執行委員長 

大坪 清 
（公財）関西生産性本部 会長 
レンゴー（株） 代表取締役会長兼 CEO 

奥田 修 中外製薬（株） 代表取締役社長 最高経営責任者（CEO） 

奥村 洋彦 学習院大学 名誉教授 

小田 尚 政治ジャーナリスト 

織田 正弘 全国交通運輸労働組合総連合 中央執行委員長 

乙黒 絵里 味の素労働組合 中央執行委員長 

小野 森彦 石油連盟 理事・企画総務部長 

折原 敬一 （一社）全国農業協同組合連合会 経営管理委員会会長 

梶原 貴 日本教職員組合 中央執行委員長 

勝岡 信明 全国電力関連産業労働組合総連合 事務局長 

勝野 哲 中部電力（株） 代表取締役会長 

加藤 大将 （公社）日本青年会議所 会頭 
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加藤 雅徳 （一社）日本船主協会 副会長 

金井 豊 北陸電力（株） 代表取締役会長 

川上 康 
（一社）沖縄県生産性本部 会長 
（株）琉球銀行 代表取締役会長 

川嶋 真 （一社）信託協会 専務理事 

河端 照孝 （一社）次世代芸術文化都市研究機構 理事長 

菊池 史和 三越伊勢丹グループ労働組合 本部執行委員長 

久野 貴久  日清オイリオグループ（株） 代表取締役社長 社長執行役員 

栗田 美和子 
埼玉県生産性本部 会長 
（株）デリモ 代表取締役社長 

桑原 敬行 全国労働組合生産性会議 事務局長 

神津 カンナ （有）オフィスケイ  

幸野 直通 日本製鉄労働組合連合会 会長 

小林 茜 航空連合 会長 

小林 剛史 
北海道生産性本部 会長 
北海道電力（株） 取締役副社長 

小松 聖斉 東京電力労働組合 中央執行委員長 

菰田 正信 三井不動産（株） 代表取締役会長 

齋藤 充 NIPPON EXPRESSホールディングス（株） 代表取締役会長 

阪口 広一 （一社）全国地方銀行協会 副会長 

坂元 繫友 （一社）日本工作機械工業会 会長 

坂本 光弘 
東北生産性本部 会長 
東北電力ネットワーク（株） 相談役 

笹島 芳雄 明治学院大学 名誉教授 

澤田 秀雄 （株）エイチ・アイ・エス 最高顧問 

塩屋 光太郎 キリン労働組合 中央執行委員長 

島田 晴雄 （株）島田総合研究所 代表取締役 

清水 博 日本生命保険相互会社 代表取締役会長 

菖蒲田 清孝 マツダ（株） 代表取締役会長 

白井 翔伍 中外製薬労働組合 中央執行委員長 

進藤 秀夫 （一社）日本化学工業協会 専務理事 

神農 佳人 （一社）全国農業協同組合中央会 代表理事会長 

杉山 武彦 （公財）高速道路調査会 顧問 

杉山 健博 （一社）日本民営鉄道協会 会長 

菅野 和夫 東京大学 名誉教授 

鈴木 洋平 富士フイルム労働組合 中央執行委員長 

諏訪 康雄 法政大学 名誉教授 
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大幸 利充 コニカミノルタ（株） 取締役 代表執行役社長 兼 ＣＥＯ 

竹中 平蔵 慶應義塾大学 名誉教授 

立川 和弘 全国銀行員組合連合会議 議長 

田中 輝 （株）ニッスイ 代表取締役 社長執行役員 

田中 一穂 （株）日本政策金融公庫 代表取締役総裁 

千葉 尚登 プリマハム（株） 代表取締役社長 社長執行役員 

綱川 智 （株）東芝 特別顧問 

寺澤 達也 （一財）日本エネルギー経済研究所 理事長 

寺本 義也 ハリウッド大学院大学 副学長・教授 

外川 隆司 （公社）東京青年会議所 理事長 

富田 望 ＩＬＯ駐日事務所 駐日代表 

富山 隆 日産車体（株） 代表取締役社長 

巴 政雄 東急（株） 顧問 

冨山 和彦 （株）日本共創プラットフォーム 代表取締役会長 

中井 悦子 東芝労働組合 中央執行委員長 

中尾根 康宏 （一社）全国地方銀行協会 常務理事 

中川 賢剛 
中国生産性本部 会長 
中国電力（株） 代表取締役社長執行役員 

中嶋 哲也 （一社）日本電機工業会 専務理事 

中西 輝政 京都大学 名誉教授 

中野 剛 損保労連 中央執行委員長 

中村 彰男 印刷情報メディア産業労働組合連合会 中央執行委員長 

中村 伸也 全東レ労働組合連合会 会長 

並木 泰宗 全日本自動車産業労働組合総連合会 事務局長 

西田 安範 （一社）全国労働金庫協会 理事長 

西野 勝義 全トヨタ労働組合連合会 会長 

西山 勝 九州電力（株） 代表取締役 社長執行役員 

根本 直紀 東京ガス労働組合 執行委員長 

野寺 康幸 （一社）全国中小企業勤労者福祉サービスセンター 会長 

萩原 一人 日本ゴム産業労働組合連合 中央執行委員長 

林 明夫 
（一社）栃木県生産性本部 会長 
栃木県経営品質協議会 会長 

半沢 美幸 日立製作所労働組合 中央執行委員長 

檜垣 幸人 （一社）日本造船工業会 会長 

樋口 康二郎 東北電力（株） 代表取締役会長 

久重 道正 全国マツダ労働組合連合会 会長 
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藤井 喜継 日本生活協同組合連合会 代表理事統括専務 

藤戸 方人 （一社）生命保険協会 副会長 

藤原 義寿 
神奈川県生産性本部 会長代行 
キリンビール（株）横浜工場 副社長執行役員 横浜支店長

渕脇 健 
静岡県東部生産性本部 会長 
東京電力パワーグリッド（株） 静岡総支社長 

堀尾 純士 セラミックス産業労働組合連合会 書記長

堀口 英樹 ビール酒造組合 会長代表理事 

本田 博己 
群馬県生産性本部 会長 
群馬ヤクルト販売（株） 代表取締役会長 

本間 洋 （株）ＮＴＴデータグループ 代表取締役社長 

前田 了二 全国本田労働組合連合会 会長 

前鶴 俊哉 （株）ニップン 代表取締役社長 社長執行役員 

牧野 剛 日本チェーンストア協会 専務理事 

正木 良剛 東急百貨店グループ労働組合 中央執行委員長 

増田 尚宏 日本原燃（株） 代表取締役社長 社長執行役員 

松本 正義 
（公社）関西経済連合会 会長 
住友電気工業（株） 取締役会長 

的井 弘 関西電力労働組合 本部執行委員長 

道永 幸典 
（公財）九州生産性本部 会長 
西部ガスホールディングス（株） 代表取締役会長 

満岡 次郎 （株）ＩＨＩ 代表取締役会長 

宮内 義彦 オリックス（株） シニア・チェアマン

宮城 まり子 キャリア心理学研究所 代表

宮本 洋一 （一社）日本建設業連合会 会長 

宮本 喜弘 
四国生産性本部 会長 
四国電力（株） 取締役社長 社長執行役員 

村上 周 協和キリン労働組合 中央執行委員長 

村 千鶴子 全国消費者協会連合会 会長 

森 邦雄 
新潟県生産性本部 会長 
（公財）環日本海経済研究所 副代表/元新潟県副知事 

森 望 電気事業連合会 会長 

森平 英也 （一社）日本電線工業会 会長 

安井 義博 ブラザー工業（株） 名誉相談役 

安川 健司 日本製薬団体連合会 会長 

安永 竜夫 （一社）日本貿易会 会長 

山口 裕之 全国ガス労働組合連合会 中央執行委員長 

横田 浩 （株）トクヤマ 代表取締役 社長執行役員 
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吉田 真士 （一社）福井県経営品質協議会 会長 

若林 正清 全国社会保険労務士会連合会 会長 

渡邊 健志 ヨークグループ労働組合連合会 会長

渡辺 利夫 拓殖大学 顧問 
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